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株式会社海響みらい電力

設立記者発表会説明資料

グリーン地域新電力「株式会社海響みらい電力」
～再エネ100%「地産地消」都市の実現に向けて～

事業概要
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1. 地域新電力の創設
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 地球温暖化が深刻化する中、環境先進都市・下関の実現に向けて、様々な施策や持続可能な仕
組みづくりの継続に向けた取り組みが急務となっています。

 下関市内にある再エネ電源を活用したグリーン地域新電力創設は、「市民が再生可能エネルギーで
生活し、企業が再生可能エネルギーで活動する」ことで、下関市内の電気を「地産地消」の再生可
能エネルギーで満たし、再エネ100%「地産地消」都市の実現に向けてのスタートとなります。

 弊社は、地域内の再エネ電源を確保しエネルギーの地産地消を目指す下関市の意向に沿って、域
内の再生可能エネルギー由来の電力を最大限活用し、エネルギー地産地消実現に向け協力してい
く所存です。

 下関市はじめ出資５者は、自社での電力使用はもとより、ネットワークを活かし、地域新電力の再
エネ電力の普及拡大に一致団結して取り組むことで、「環境先進都市・下関」の実現に向けて、本
事業の継続性の確度を高めてまいります。
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2. 事業スキーム
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 弊社は、下関市のカーボンニュートラルに貢献したい出資参画者(５者)により設立されました。
 出資５者の運営支援のもと、官民連携の体制を構築して下関市の施策に沿った事業を展開します。

㈱海響みらい電力
脱炭素事業

小売電気事業

収益活用

地域貢献事業

㈱MOT総合研究所 下関市 山口合同ガス㈱

出資 運営支援

電源調達
再エネ電源

長府バイオマス発電所太陽光発電奥山工場（ごみ発電）

電力供給
需要家

公共施設 一般家庭 民間需要家JEPX

㈱丸久 エフィシエント㈱

地域貢献事業としては、再エネの利活用に関するサービスはもとよりエネルギーの枠を超え、市民サービスとして、防災拠点、EV普及支援、ブルーカーボン
等環境保全・産業支援、スポーツ振興、家庭向けサービス等々、地場の取組みを応援していくことで、新たな雇用・産業創出の機会を提供します。
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MOT 下関市 山口合同ガス

丸久 エフィシエント

3. 会社概要

3

資本構成及び出資各者の役割 役員体制

木村 俊之
（MOT総合研究所）

代表取締役

三喜田 修一
(山口合同ガス)

取締役

宇佐川 浩之
（丸久）

取締役

村田 秀一
(山口大学)

監査役

北島 洋平
（下関市）

代表取締役

山崎 誠
（エフィシエント）

取締役

事業運営統括

事業普及活動 エネルギーマネジメント

事業普及活動 事業普及活動
 事業計画
 会社設立
 経営戦略・管理

 経営戦略・管理
 公共施設の電力使用
 公共施設の電力供給

 本社拠点の電力使用
 企業・家庭への広報・斡旋

 本部店舗での電力使用
 店舗での広報・斡旋
 企業への斡旋

 小売ライセンス取得
 関係機関申込対応
 電力需給・顧客管理

平井 信義
（MOT総合研究所）

取締役

□ 社 名 ： 株式会社海響みらい電力
□ 代 表 者 ： 代表取締役 木村 俊之 北島 洋平
□ 設立年月日 ： 2024年（令和6年）6月6日
□ 事 業 内 容 ： 小売電気事業、再エネ発電・売電事業、地域及び産業の活性化に関する事業など
□ 資 本 金 ： 1,500万円 ※資本構成は以下のとおり
□ 本社所在地 ： 山口県下関市古屋町一丁目18番1号 下関市リサイクルプラザ 

53.7%
33.3%

10.0%
2.0% 1.0%
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 検討の前提となる電力需給パターン（電力需要と電源調達）については、以下を想定しています。
 2025年4月の供給開始時には、まず、事業主体となる下関市の公共施設及び株式会社丸久の下関市内
店舗への供給を想定しています。

 その後、2028年4月以降、更なる供給先拡大として、市内の一般家庭や事業所等の需要獲得を想定し
ています。

4. 需給パターン（供給開始から5年間)
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事業主体者中心 民間需要（一般家庭や事業所等）の獲得

• 公共施設 （2025年4月から段階的に切り替え、2027年11月に対象施設の切替完了予定）
• 丸久 市内店舗 （2026年1月に対象店舗の切替完了予定）

一般家庭（2028年4月～順次獲得）

• ごみ発電 （2025年4月～）
• 丸久店舗への太陽光発電設置分 （2025年4月～）
• JEPX （常時過不足分対応として活用）
• 市内の再生可能エネルギー電力を順次調達

需要

2025年4月
供給開始

2028年4月
供給開始

供給

事業所等（2028年4月～順次獲得）
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5. 収支計画（想定）
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 2025年度：売上：11.7億円、当期純利益1.6億円、純資産：1.8億円
 2029年度：売上：25.5億円、当期純利益3.0億円、純資産：13.5億円

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

売上 1,165 1,619 2,352 2,422 2,545

当期純利益 160 242 342 298 296

純資産 175 417 759 1,057 1,353

単位：百万円



下関市のカーボンニュートラルを先導する

株式会社 海響みらい電力
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株式会社MOT総合研究所

〒755-8611
山口県宇部市常盤台二丁目16番1号
山口大学 大学研究推進機構内

E-MAIL:info@mot-ri.co.jp
担当：平井 TEL：080-4601－5702

お問合せ

下関市環境部環境政策課

〒751-0847
山口県下関市古屋町一丁目18番1号

下関市リサイクルプラザ

E-MAIL：kkseisaku@city.shimonoseki.yamaguchi.jp
環境政策課 TEL:083-252-7115
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